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学校法人に対する個人からの寄附に係る所得税の税額控除制度の

導入等の税制改正について（通知）

このたび，現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための

所得税法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第８２号）及び現下の厳しい経済

状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための地方税法等の一部を改正する法

律（平成２３年法律第８３号）が公布され，学校法人に対する個人からの寄附の税額

控除の導入，地方住民税における寄附金税額控除の適用下限額の引下げ及び学校法人

への寄附を目的とする信託財産から生じる利子の非課税が実施されることとなりまし

た（施行期日：平成２３年６月３０日）。

改正の内容は下記のとおりですので，事務処理上遺漏のないようにお願いいたしま

す。

昨今，学生数の減少など私学を取り巻く環境が厳しさを増す中で，各学校法人には

経営基盤の強化が喫緊の課題とされており，寄附金の受入れはそのための有効な手段

の一つとなるものです。近年においても，日本私立学校振興・共済事業団を通じた受

配者指定寄附金制度に係る審査手続き等の大幅な簡素化，法人税に係る寄附金の損金

算入限度額の引上げ等，学校法人への寄附を促進するための様々な税制上の優遇措置

が整備されてきました。

今般の改正は，学校法人等をはじめ，市民が参画する様々な「新しい公共」の担い

手を支える環境を税制面から支援し，「新しい公共」によって支え合う社会の実現に

向けて，寄附税制を大幅に拡充したものです（別添１）。特に，個人からの寄附に係

る所得税の税額控除制度の導入は，個人の寄附者にとっては，従来よりも大きな控除

効果が見込まれます。また，学校法人への寄附を目的とした信託財産から生じる利子

の非課税が導入されるとともに，地方住民税においても，地方公共団体の条例により

指定された寄附金に係る寄附金税額控除の適用下限額が引き下げられるなど，従来よ

りも幅広い市民から寄附を集めることが可能となり，学校法人の財政基盤の強化に資

するものであると考えられます。



文部科学大臣所轄各学校法人におかれましては，これらの諸制度を活用して寄附金

の募集を行うなどにより，経営基盤の強化に努めていただきますようお願いいたしま

す。

各都道府県におかれては，所轄の学校法人が，これらの諸制度を活用して寄附金の

募集を行うなどにより，経営基盤の強化に努めていくよう，その旨の周知をお願いい

たします。また，平成２０年７月１０日付け２０文科高第２９７号でもお願いしてい

るところですが，地方住民税における寄附金税額控除について，学校法人に対する寄

附金を指定の対象に加えていただけるように，御検討いただくとともに，各都道府県

内の市町村に対しても，学校法人に対する寄附金を指定の対象に加えていただけるよ

う適宜御検討くださるよう周知をお願いいたします。

記

１．学校法人に対する個人からの寄附の所得税に係る税額控除の導入（租税特別措置

法第４１条の１８の３の関係）

今般の改正により，租税特別措置法施行令第２６条の２８の２第１項第２号に定

める要件（別添２）を満たすものとして，所轄庁の証明を受けた学校法人について

は，個人からの寄附金額が適用下限額の２，０００円を超える場合には，その下限

額を超える額の４０％に相当する額を所得税額から控除する制度が導入されました。

なお，当該寄附者のその年分の所得税の額の２５％に相当する額が控除額の上限と

なります。本改正の内容は，平成２３年１月１日以後に支出する寄附金について適

用されます。寄附者においては，従来から措置されている所得控除制度※１と今回措

置された本制度の税額控除の内，いずれか一方の制度を選択し適用を受けることと

なります。

なお，本制度の適用に当たっては，あらかじめ学校法人が所轄庁から上記の要件

を満たすものとして証明を受ける必要がありますが，これに係る申請の手続きや申

請書類等については，後日，文部科学省から連絡する予定です。

２．地方住民税における寄附金税額控除の適用下限額の引下げ（地方税法第３７条の

２，第３１４条の７の関係）

今般の改正により，学校法人に対する個人からの寄付の地方住民税における税額

控除について，従来の制度※２の適用下限額である５，０００円が２，０００円に引

き下げられ，２，０００円を超える寄附については，住民税における寄附金控除を

受けられることとなりました。本制度は，平成２３年１月１日以後に支出する寄附

金について適用されます。



３．学校法人への寄附を目的とする信託財産から生じる利子の非課税（租税特別措置

法第４条の５関係）

学校法人，公益社団・財団法人等の非営利団体に対し，寄附することを目的とし

て，一定の要件※３を満たす信託業務を営む金融機関等との契約（特定信託契約）に

基づき設定された信託の信託財産につき生じる利子等については，所得税を課さな

いこととする制度が創設されました。本制度については，平成２３年６月３０日以

後に締結する特定寄附信託契約に基づき設定された信託の信託財産につき生ずる利

子等について，適用されます。

これにより，寄附者においては，学校法人を寄付先として指定した信託財産から

一定の金銭交付を受けながら，計画的な寄附を行う場合等において，利子等非課税

のメリットが得られることとなります。

※１ 所得税法（昭和４０年法律第３３号）第７８条では，個人が支出した学校法人を含む公益法

人等に対する寄附金について，一定の控除枠内で，当該寄附金額に応じた控除を認めること

としており，寄附金額が，同条第１項第２号で定める下限額を超える場合には，総所得等の

４０％に相当する額を上限として，その超える額を課税所得から控除することとしています。

※２ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３７条の２及び第３１４条の７では，個人が支出

した学校法人を含む公益法人等に対する寄附金について，一定の控除枠内で，当該寄附金額

に応じた控除を認めることとしており，寄附金額が，適用下限額である５，０００円を超え

る場合には，総所得等の３０％に相当する額を上限として，その超える額の６％，４％に相

当する額をそれぞれ都道府県民税額，市町村民税額から控除することとしています。

※３ 一定の要件

・信託期間終了まで，信託銀行等は指定された非営利団体及び寄附者に各年均等に金銭

を公布

・非営利団体への寄附割合は最低７割

・信託期間終了前に寄附者が死亡した場合には，信託は終了し，信託財産の全額を非営

利団体に寄附する 等

担当 高等教育局 私学部 私学行政課 法規係

電話 ０３－５２５３－４１１１（内線２５３２）



（
別
紙
１
）

現
下
の
厳
し
い
経
済
状
況
及
び
雇
用
情
勢
に
対
応
し
て
税
制
の
整
備
を
図
る
た
め
の

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
八
十
二
号
）
（
抜
粋
）

（
租
税
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
）

第
十
七
条

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
中
略
）

第
四
条
の
四
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
特
定
寄
附
信
託
の
利
子
所
得
の
非
課
税
）

第
四
条
の
五

特
定
寄
附
信
託
契
約
に
基
づ
き
設
定
さ
れ
た
信
託
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
寄
附

信
託
」
と
い
う
。
）
の
信
託
財
産
に
つ
き
生
じ
る
公
社
債
若
し
く
は
預
貯
金
の
利
子
又
は
合
同
運
用
信

託
の
収
益
の
分
配
（
公
社
債
の
利
子
又
は
貸
付
信
託
の
収
益
の
分
配
に
あ
つ
て
は
，
当
該
公
社
債
又
は

貸
付
信
託
の
受
益
権
が
社
債
，
株
式
等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
振
替
口
座
簿
へ
の
記
載
又

は
記
録
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
管
理
さ
れ
て
お
り
，
か
つ
，
当
該
公
社
債
又
は
貸
付
信

託
の
受
益
権
が
当
該
信
託
財
産
に
引
き
続
き
属
し
て
い
た
期
間
に
対
応
す
る
部
分
の
額
と
し
て
政
令
で

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
に
相
当
す
る
部
分
に
限
る
。
第
三
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
「
利

子
等
」
と
い
う
。）
に
つ
い
て
は
，
所
得
税
を
課
さ
な
い
。

２

前
項
に
規
定
す
る
特
定
寄
附
信
託
契
約
と
は
，
居
住
者
が
，
信
託
会
社
（
信
託
業
法
（
平
成
十
六
年

法
律
第
百
五
十
四
号
）
第
三
条
又
は
第
五
十
三
条
第
一
項
の
免
許
を
受
け
た
も
の
に
限
る
も
の
と
し
，

金
融
機
関
の
信
託
業
務
の
兼
営
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
十
八
年
法
律
第
四
十
三
号
）
に
よ
り
同
法
第

一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
信
託
業
務
を
営
む
同
項
に
規
定
す
る
金
融
機
関
を
含
む
。
）
と
の
間
で
締
結

し
た
当
該
居
住
者
を
受
益
者
と
す
る
信
託
契
約
で
，
当
該
信
託
財
産
を
所
得
税
法
第
七
十
八
条
第
二
項

に
規
定
す
る
特
定
寄
付
金
（
同
条
第
三
項
の
規
定
又
は
第
四
十
一
条
の
十
八
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
特
定
寄
付
金
と
み
な
さ
れ
た
も
の
を
含
む
。
）
の
う
ち
民
間
の
団
体
が
行
う
公
益
を
目
的
と
す
る
事

業
に
資
す
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
（
第
五
項
に
お
い
て
「
対
象
特
定
寄
付
金
」
と
い
う
。
）

と
し
て
支
出
す
る
こ
と
を
主
た
る
目
的
と
す
る
こ
と
そ
の
他
計
画
的
な
寄
附
が
適
正
に
実
施
さ
れ
る
た

め
の
要
件
と
し
て
政
令
で
定
め
る
要
件
が
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
を
い
う
。

３
～
７

略

（
中
略
）

第
四
十
一
条
の
十
八
条
の
二
及
び
第
四
十
一
条
の
十
八
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
に
寄
附
を
し
た
場
合
の
寄
附
金
控
除
の
特
例
又
は
所
得
税
額
の
特
別
控
除
）

第
四
十
一
条
の
十
八
の
三

略

（
公
益
社
団
法
人
等
に
寄
附
を
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
）

第
四
十
一
条
の
十
八
の
三

個
人
が
支
出
し
た
所
得
税
法
第
七
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
寄
附
金

の
う
ち
，
次
に
掲
げ
る
法
人
（
そ
の
運
営
組
織
及
び
事
業
活
動
が
適
正
で
あ
る
こ
と
並
び
に
市
民
か
ら

支
援
を
受
け
て
い
る
こ
と
に
つ
き
政
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
る
。
）
に
対
す
る
も
の
（
同



条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
税
額
控
除
対
象
寄
附
金
」

と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
，
そ
の
年
中
に
支
出
し
た
税
額
控
除
対
象
寄
附
金
の
額
の
合
計
額
（
そ
の
年

中
に
支
出
し
た
特
定
寄
附
金
等
の
金
額
（
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
寄
付
金
の
額
及
び
同
条
第
三

項
の
規
定
又
は
第
四
十
一
条
の
十
八
第
一
項
若
し
く
は
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
特
定
寄
付
金

と
み
な
さ
れ
た
も
の
の
額
並
び
に
次
条
第
一
項
に
規
定
す
る
控
除
対
象
特
定
新
規
株
式
の
取
得
に
要
し

た
金
額
と
し
て
同
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
金
額
の
合
計
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
が
当
該
個
人
の
そ
の
年
分
の
総
所
得
金
額
，
退
職
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
の

百
分
の
四
十
に
相
当
す
る
金
額
を
超
え
る
場
合
に
は
，
当
該
百
分
の
四
十
に
相
当
す
る
金
額
か
ら
所
得

控
除
対
象
寄
附
金
の
額
（
当
該
特
定
寄
附
金
等
の
金
額
か
ら
税
額
控
除
対
象
寄
附
金
の
額
の
合
計
額
を

控
除
し
た
残
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
控
除
し
た
残
額
）
が
二
千
円
（
そ
の
年

中
に
支
出
し
た
当
該
所
得
控
除
対
象
寄
附
金
の
額
が
あ
る
場
合
に
は
，
二
千
円
か
ら
当
該
所
得
控
除
対

象
寄
附
金
の
額
を
控
除
し
た
残
額
）
を
超
え
る
場
合
に
は
，
そ
の
年
分
の
所
得
税
の
額
か
ら
，
そ
の
超

え
る
金
額
の
百
分
の
四
十
に
相
当
す
る
金
額
（
当
該
金
額
に
百
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
，
こ
れ

を
切
り
捨
て
る
。
）
を
控
除
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
，
当
該
控
除
す
る
金
額
が
，
当
該
個
人
の
そ

の
年
分
の
所
得
税
の
額
の
百
分
の
二
十
五
に
相
当
す
る
金
額
を
超
え
る
と
き
は
，
当
該
控
除
す
る
金
額

は
，
当
該
百
分
の
二
十
五
に
相
当
す
る
金
額
（
当
該
金
額
に
百
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
，
こ
れ

を
切
り
捨
て
る
。）
を
限
度
と
す
る
。

一

略

二

私
立
学
校
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
七
十
号
）
第
三
条
に
規
定
す
る
学
校
法
人
及
び
同
法

第
六
十
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人

三
及
び
四

略

２
～
５

略

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
，
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。（
後
略
）

（
租
税
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
得
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
の
原
則
）

第
二
十
三
条

別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
，
第
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
租
税
特
別
措
置

法
（
以
下
「
新
租
税
特
別
措
置
法
」
と
い
う
。
）
第
二
章
の
規
定
は
，
平
成
二
十
三
年
分
以
後
の
所
得

税
に
つ
い
て
適
用
し
，
平
成
二
十
二
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
，
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
特
定
寄
附
信
託
の
利
子
所
得
の
非
課
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
十
四
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
四
条
の
五
の
規
定
は
，
居
住
者
が
施
行
日
以
後
に
締
結
す
る
同
条

第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
寄
附
信
託
契
約
に
基
づ
き
設
定
さ
れ
た
信
託
の
信
託
財
産
に
つ
き
生
ず
る
同

条
第
一
項
に
規
定
す
る
利
子
等
に
つ
い
て
適
用
す
る
。



租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
四
十
三
号
）（
抜
粋
）

（
公
益
社
団
法
人
等
に
寄
附
を
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
）

第
二
十
六
条
の
二
十
八
の
二

法
第
四
十
一
条
の
十
八
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
要
件

は
，
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
要
件
と
す
る
。

一

法
第
四
十
一
条
の
十
八
の
三
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
法
人

次
に
掲
げ
る
要
件

イ

略

ロ

次
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
閲
覧
の
請
求
が
あ
つ
た
場
合
に
は
，
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
を

除
き
，
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
，
こ
れ
を
閲
覧
さ
せ
る
こ
と
。

( 1)

略

(2 )

役
員
報
酬
又
は
従
業
員
給
与
の
支
給
に
関
す
る
規
程

( 3)

寄
附
金
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
の
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

( 4)

寄
附
金
を
充
当
す
る
予
定
の
具
体
的
な
事
業
の
内
容
を
記
載
し
た
書
類

ハ

財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
，
実
績
判
定
期
間
内
の
日
を
含
む
各
事
業
年
度
の
寄
附
者

名
簿
（
各
事
業
年
度
に
当
該
法
人
が
受
け
入
れ
た
寄
附
金
の
支
払
者
ご
と
に
当
該
支
払
者
の
氏
名

又
は
名
称
及
び
そ
の
住
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
並
び
に
そ
の
寄
附
金
の
額
及
び
受
け
入
れ
た
年

月
日
を
記
載
し
た
書
類
を
い
う
。）
を
作
成
し
，
こ
れ
を
保
存
し
て
い
る
こ
と
。

二

法
第
四
十
一
条
の
十
八
の
三
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
法
人

次
に
掲
げ
る
要
件

イ

次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
を
満
た
す
こ
と
。

(1
)

実
績
判
定
期
間
に
お
け
る
経
常
収
入
金
額
の
う
ち
に
寄
附
金
収
入
金
額
（
学
校
の
入
学
に

関
す
る
寄
附
金
の
額
を
除
く
。）
の
占
め
る
割
合
が
五
分
の
一
以
上
で
あ
る
こ
と
。

( 2
)

実
績
判
定
期
間
内
の
日
を
含
む
各
事
業
年
度
に
お
け
る
判
定
基
準
寄
附
者
の
数
の
合
計
数

に
十
二
を
乗
じ
て
こ
れ
を
当
該
実
績
判
定
期
間
の
月
数
で
除
し
て
得
た
数
が
百
以
上
で
あ
る

こ
と
。

ロ

次
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
閲
覧
の
請
求
が
あ
つ
た
場
合
に
は
，
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
を

除
き
，
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
，
こ
れ
を
閲
覧
さ
せ
る
こ
と
。

(1
)

私
立
学
校
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
七
十
号
）
第
三
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
寄

附
行
為
，
同
法
第
三
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
役
員
の
氏
名
及
び
役
職
を
記
載
し
た
名
簿

並
び
に
同
法
第
四
十
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
財
産
目
録
等

(2 )

前
号
ロ(2

)

か
ら(4
)

ま
で
に
掲
げ
る
書
類

ハ

前
号
ハ
に
掲
げ
る
要
件

三
及
び
四

略

２

当
該
法
人
の
実
績
判
定
期
間
に
国
の
補
助
金
等
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
前
項
第
一
号
イ( 1)

，
第
二

号
イ(1 )

，
第
三
号
イ(1

)

又
は
第
四
号
イ(1

)

に
規
定
す
る
割
合
の
計
算
に
つ
い
て
は
，
当
該
国
の
補

助
金
等
の
金
額
の
う
ち
寄
附
金
収
入
金
額
（
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
法
人
に
あ
つ
て
は
，
学
校
の
入
学

に
関
す
る
寄
附
金
の
額
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
達
す
る
ま
で
の
金
額
は
，
当
該

寄
附
金
収
入
金
額
に
加
算
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
，
当
該
国
の
補
助

金
等
の
金
額
は
，
経
常
収
入
金
額
に
含
め
る
も
の
と
す
る
。



３

前
二
項
に
規
定
す
る
実
績
判
定
期
間
と
は
，
当
該
法
人
の
直
前
に
終
了
し
た
事
業
年
度
終
了
の
日
以

前
五
年
内
に
終
了
し
た
各
事
業
年
度
の
う
ち
最
も
古
い
事
業
年
度
開
始
の
日
か
ら
当
該
終
了
の
日
ま
で

の
期
間
を
い
い
，
第
一
項
に
規
定
す
る
判
定
基
準
寄
附
者
と
は
，
当
該
法
人
の
実
績
判
定
期
間
内
の
日

を
含
む
各
事
業
年
度
に
お
け
る
同
一
の
者
か
ら
の
寄
附
金
（
寄
附
者
の
氏
名
又
は
名
称
そ
の
他
の
財
務

省
令
で
定
め
る
事
項
が
明
ら
か
な
寄
附
金
に
限
る
も
の
と
し
，
学
校
の
入
学
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
額
（
当
該
同
一
の
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
は
，
当
該
各
事
業
年

度
に
お
け
る
そ
の
者
と
生
計
を
一
に
す
る
者
か
ら
の
寄
附
金
の
額
を
加
算
し
た
金
額
）
が
三
千
円
以
上

で
あ
る
場
合
の
当
該
同
一
の
者
（
当
該
法
人
の
法
人
税
法
第
二
条
第
十
五
号
に
規
定
す
る
役
員
で
あ
る

者
及
び
当
該
役
員
と
生
計
を
一
に
す
る
者
を
除
く
。）
を
い
う
。

４
及
び
５

略

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
大
蔵
省
令
第
十
五
号
）
（
抜
粋
）

（
公
益
社
団
法
人
等
に
寄
附
を
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
）

第
十
九
条
の
十
の
四

施
行
令
第
二
十
六
条
の
二
十
八
の
二
第
一
項
第
一
号
イ(1

)

に
規
定
す
る
財
務
省

令
で
定
め
る
要
件
は
，
次
に
掲
げ
る
要
件
と
す
る
。

一
及
び
二

略

三

社
員
（
中
略
）
及
び
役
員
と
親
族
関
係
を
有
す
る
者
（
当
該
役
員
の
配
偶
者
及
び
三
親
等
以
内

の
親
族
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
並
び
に
役
員
と
特
殊
の
関
係
の
あ
る
者
（
次
に
掲
げ

る
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）
を
除
く
。
）
の
数
が
二
十
人
以
上
で
あ
る
こ
と
。

イ

当
該
役
員
と
婚
姻
の
届
出
を
し
て
い
な
い
が
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

ロ

当
該
役
員
の
使
用
人
及
び
使
用
人
以
外
の
者
で
当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産

に
よ
つ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
も
の

ハ

イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
者
と
親
族
関
係
を
有
す
る
者
で
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一
に
し
て
い
る

も
の

２
～
５

略

６

施
行
令
第
二
十
六
条
の
二
十
八
の
二
第
一
項
第
一
号
ロ
，
第
二
号
ロ
，
第
三
号
ロ
又
は
第
四
号
ロ

の
規
定
に
よ
る
閲
覧
に
係
る
事
務
は
，
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
書
類
を
（
中
略
）
私
立
学
校
法
第

四
十
七
条
第
二
項
（
同
法
第
六
十
四
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
，
（
中
略
）
の
規

定
に
準
じ
て
当
該
法
人
の
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
き
，
こ
れ
を
行
う
も
の
と
す
る
。

７

施
行
令
第
二
十
六
条
の
二
十
八
の
二
第
一
項
第
一
号
ロ(3

)

に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事

項
は
，
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

寄
附
者
（
役
員
若
し
く
は
役
員
と
親
族
関
係
を
有
す
る
者
又
は
役
員
と
特
殊
の
関
係
の
あ
る
者

で
，
当
該
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
の
額
の
事
業
年
度
中
の
合
計
額
が
二
十
万
円
以
上
で
あ
る
も
の

に
限
る
。
）
の
氏
名
並
び
に
そ
の
寄
附
金
の
額
及
び
受
領
年
月
日

二

支
出
し
た
寄
附
金
の
額
並
び
に
そ
の
相
手
先
及
び
支
出
年
月
日

８

施
行
令
第
二
十
六
条
の
二
十
八
の
二
第
一
項
第
一
号
ハ
に
規
定
す
る
寄
附
者
名
簿
は
，
各
事
業
年



度
終
了
の
日
の
翌
日
以
後
三
月
を
経
過
す
る
日
か
ら
五
年
間
そ
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
に
保
存
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

９

施
行
令
第
二
十
六
条
の
二
十
八
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
，
寄
附
者

の
氏
名
又
は
名
称
及
び
そ
の
住
所
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
と
す
る
。

10

法
第
四
十
一
条
の
十
八
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
，
確
定
申
告

書
に
同
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
受
け
る
金
額
の
計
算
に
関
す
る
明
細
書
及
び
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添

付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

そ
の
寄
附
金
を
受
領
し
た
法
人
の
次
に
掲
げ
る
事
項
を
証
す
る
書
類
（
寄
附
者
の
氏
名
及
び
住

所
の
記
載
が
あ
る
も
の
に
限
る
。）

イ

そ
の
寄
附
金
の
額

ロ

そ
の
寄
附
金
を
受
領
し
た
旨
及
び
そ
の
受
領
し
た
年
月
日

ハ

そ
の
寄
附
金
が
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
寄
附
金
で
あ
る
旨

ニ

そ
の
寄
附
金
を
受
領
し
た
法
人
の
名
称

二

（
前
略
）
私
立
学
校
法
第
四
条
（
中
略
）
に
規
定
す
る
所
轄
庁
（
中
略
）
の
当
該
法
人
が
施
行

令
第
二
十
六
条
の
二
十
八
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
要
件
を
満
た
す
も
の
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る

書
類
（
当
該
寄
附
金
を
支
出
す
る
日
以
前
五
年
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
の
写
し
と
し

て
当
該
法
人
か
ら
交
付
を
受
け
た
も
の



（
別
紙
２
）

現
下
の
厳
し
い
経
済
状
況
及
び
雇
用
情
勢
に
対
応
し
て
税
制
の
整
備
を
図
る
た
め
の

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
八
十
三
号
）
（
抜
粋
）

（
地
方
税
法
の
一
部
改
正
）

第
一
条

地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
中
略
）

第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
中
「
五
千
円
」
を
「
二
千
円
」
に
改
め
，
同
条
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

３
～
５

略

（
中
略
）

第
三
百
十
四
条
の
七
第
二
項
中
「
五
千
円
」
を
「
二
千
円
」
に
改
め
，
同
条
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

３
～
５

略

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
，
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。（
後
略
）

第
二
条

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
（
以
下
「
新
法
」
と
い
う
。）
第
三
十
七
条
の
二
第

一
項
及
び
第
二
項
（
中
略
）
の
規
定
は
，
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
平
成
二
十
三
年
一

月
一
日
以
後
に
支
出
す
る
新
法
第
三
十
七
条
の
二
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２
～
８

略

第
六
条

新
法
第
三
百
十
四
条
の
七
第
一
項
及
び
第
二
項
（
中
略
）
の
規
定
は
，
市
町
村
民
税
の
所
得
割

の
納
税
義
務
者
が
平
成
二
十
三
年
一
月
一
日
以
後
に
支
出
す
る
新
法
第
三
百
十
四
条
の
七
第
一
項
各
号

に
掲
げ
る
寄
附
金
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２
～
８

略

（
参
考
）
改
正
後
の
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）（
抜
粋
）

（
寄
附
金
税
額
控
除
）

第
三
十
七
条
の
二

道
府
県
は
，
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
，
前
年
中
に
次
に
掲
げ
る
寄
附
金
を
支
出
し
，
当
該
寄
附

金
の
額
の
合
計
額
（
当
該
合
計
額
が
前
年
の
総
所
得
金
額
，
退
職
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
の
百
分

の
三
十
に
相
当
す
る
金
額
を
超
え
る
場
合
に
は
，
当
該
百
分
の
三
十
に
相
当
す
る
金
額
）
が
二
千
円
を
超
え
る
場
合

に
は
，
そ
の
超
え
る
金
額
の
百
分
の
四
に
相
当
す
る
金
額
（
当
該
納
税
義
務
者
が
前
年
中
に
第
一
号
に
掲
げ
る
寄
附

金
を
支
出
し
，
当
該
寄
附
金
の
額
の
合
計
額
が
二
千
円
を
超
え
る
場
合
に
あ
つ
て
は
，
当
該
百
分
の
四
に
相
当
す
る

金
額
に
特
例
控
除
額
を
加
算
し
た
金
額
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
控
除
額
」
と
い
う
。
）
を
そ
の
者
の
第
三
十
五
条

及
び
前
条
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
か
ら
控
除
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
，
当
該
控

除
額
が
当
該
所
得
割
の
額
を
超
え
る
と
き
は
，
当
該
控
除
額
は
，
当
該
所
得
割
の
額
に
相
当
す
る
金
額
と
す
る
。

一
及
び
二

略

三

所
得
税
法
第
七
十
八
条
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
（
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
寄



附
金
と
み
な
さ
れ
る
も
の
を
含
む
。
）
並
び
に
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一
条
の
十
八
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定

非
営
利
活
動
に
関
す
る
寄
附
金
（
次
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
を
除
く
。
）
の
う
ち
，
住
民
の
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
寄

附
金
と
し
て
当
該
道
府
県
の
条
例
で
定
め
る
も
の

四

略

２
～
５

略

（
寄
附
金
税
額
控
除
）

第
三
百
十
四
条
の
七

市
町
村
は
，
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
，
前
年
中
に
次
に
掲
げ
る
寄
附
金
を
支
出
し
，
当
該
寄
附

金
の
額
の
合
計
額
（
当
該
合
計
額
が
前
年
の
総
得
金
額
，
退
職
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
の
百
分
の
三

十
に
相
当
す
る
金
額
を
超
え
る
場
合
に
は
，
当
該
百
分
の
三
十
に
相
当
す
る
金
額
）
が
二
千
円
を
超
え
る
場
合
に
は
，

そ
の
超
え
る
金
額
の
百
分
の
六
に
相
当
す
る
金
額
（
当
該
納
税
義
務
者
が
前
年
中
に
第
一
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
を
支
出

し
，
当
該
寄
附
金
の
額
の
合
計
額
が
二
千
円
を
超
え
る
場
合
に
あ
つ
て
は
，
当
該
百
分
の
六
に
相
当
す
る
金
額
に
特
例

控
除
額
を
加
算
し
た
金
額
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
控
除
額
」
と
い
う
。）

を
そ
の
者
の
第
三
百
十
四
条
の
三
及
び

前
条
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
か
ら
控
除
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
，
当
該
控
除
額
が

当
該
所
得
割
の
額
を
超
え
る
と
き
は
，
当
該
控
除
額
は
，
当
該
所
得
割
の
額
に
相
当
す
る
金
額
と
す
る
。

一
及
び
二

略

三

所
得
税
法
第
七
十
八
条
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
（
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
寄

附
金
と
み
な
さ
れ
る
も
の
を
含
む
。
）
並
び
に
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一
条
の
十
八
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定

非
営
利
活
動
に
関
す
る
寄
附
金
（
次
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
を
除
く
。
）
の
う
ち
，
住
民
の
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
寄

附
金
と
し
て
当
該
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
も
の

四

略

２
～
５

略




